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【整備スケジュール】

洋上風力発電設備の効率的な輸送・建設を可能とし、洋上風力発電の導入促進を図るため、岸壁の整備、地耐力強

化等の港湾施設の整備を行う。

【事業の目的】

【事業の概要】

・整備施設 ：岸壁(水深12m）（地耐力強化)、航路・泊地(水深12m）、

泊地(水深12m）

・事業期間 ：令和２年度～令和５年度

・事 業 費 ：47億円（港湾整備事業費）

【位置図】

事業の概要

【港湾位置図】

鹿島港

岸壁
(水深12m,延長200m)
（地耐力強化）航路・泊地

（水深12m,3.8ha)

泊地
(水深12m,1.0ha)

鹿島港
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洋上風力発電導入状況

事業の必要性・緊急性（大型化が進む洋上風力発電設備）

【課題・必要性】
○ 洋上風力発電設備は、発電効率向上や設置コスト削減のため大型・重量化傾向にある一方、国内では荷役・
建設に対応した施設が存在しないため、海外からの輸送コストや建設コストが導入拡大の妨げとなっている。

○ 大型の洋上風力発電設備の国内荷役・建設を可能とするための施設改良を実施し、海洋再生可能エネルギー
導入拡大を図る。

洋上風車大型化の推移
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（発電容量）
（運転開始年） ～ ～ ～

ロータ径
※海面からブレード先端までの最高高さは200mに達する
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ブレード
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出典：（第３回）「再生可能エネルギーの大量導入時代における政策課題に関する研究会」におけるMHIヴェスタス社 資料

資料:NEDO「再生可能エネルギー技術白書」を基に作成

欧州における洋上風力発電のコスト低減のトレンド

① 実証・実用化初期～成長期 ② 拡大期・成熟期 ③ 競争期

〇 欧州では、近年、急激に洋上風力発電の導
入量が拡大（年１～３GW）。落札価格が10円
/kWh未満の案件が出るなど、競争力ある電源
となっている。

〇 また、風車の大型化が進み、欧州においては
現在８MW級が主流。また、タービン信頼性（
稼働率）も向上。

出典：（第３回）「再生可能エネルギーの大量導入時代における政策課題に関する研究会」におけるMHIヴェスタス社 資料

〇 更に、モノパイル基礎やSEP
船も大型化。専用船化の進展
や建設工法の改良により、建
設期間が着実に短縮し、コスト
低減に貢献。 2



洋上風力発電設備の設置の流れ

①部材輸入 ②部材運搬・保管 ③プレアッセンブリ（タワー仮組立） ④風車積出

（岸壁） （保管ヤード） （地耐力強化範囲内） （岸壁）

ﾌﾞﾚｰﾄ゙ﾅｾﾙ

プレアッセンブリ

ﾀﾜｰ

岸壁整備が必要
※部材搬入、風車積出に使用する岸壁は同一

地耐力の強化が必要

⑤SEP船の足上げ ⑥海上輸送 ⑦着底 ⑧荷役・風車建設

⑨SEP船の足上げ、
港湾へ移動

SEP船が
非自航式の場合は曳行

（海上建設サイト） （海上建設サイト）
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基地港湾に求められる機能

○ 従来の港湾では取扱困難な大型重量物となる洋上風車部材の搬入・仮組立（プレアッセンブリ）・積出
しを可能とするため、岸壁等の改良を行う。

【基地港湾に求められる機能】
・３万DWT級の貨物船が着岸可能な岸壁
（計画： 延長230m、水深12m）
（暫定： 延長200m、水深12m）

【基地港湾に求められる機能】
・地耐力が強化された岸壁（約35t/m2）

欧州～アジアの大型の洋上風力発電設備部材
の運送に使用される貨物船事例

海外港湾における８MW級洋上風量発電設備
の取り扱い事例

（エスビアウ港（デンマーク）
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事業における便益の考え方（便益対象）

○ 促進区域として想定される面積や系統容量を踏まえ、8MW以上の洋上風力発電設備、約4０基
を便益計上対象とする。

8MW級の洋上風力発電設備、約40基が
鹿島港を利用して建設されることを想定。

銚子市沖

鹿島港内

（参考）
同縮尺のJR山手線
南北:約13km
東西:約7km

周辺海域における洋上風力発電の計画状況
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事業における便益の考え方（with-withoutの設定）

【with】
・大型の貨物船による部材の搬入が可能
・プレアッセンブリが可能

【without】
・大型の貨物船による部材の搬入が不可能なため小型の貨物船で搬入
・プレアッセンブリが不可能なため、現場で建設

① 船舶の大型化による海上輸送コスト削減 ② 海上輸送の効率化 ③ 荷役作業の効率化 6



○「港湾整備事業の費用対効果分析マニュアル（平成29年3月）」に基づき、以下の便益を計上する。

① 船舶の大型化による海上輸送コスト削減
岸壁を整備することにより、大型船を用いた海上輸送が可能となり、海上輸送コストが削減される。

② 海上輸送の効率化
地耐力強化によりプレアッセンブリが可能となることでSEP船への部材積込量が増加し、基地港湾
～海上建設サイトの運航サイクル数が減少することで海上輸送コストが削減される。

③ 荷役作業の効率化

地耐力強化によりプレアッセンブリが可能となることで、洋上風車設置箇所での風力発電設備荷役
作業が効率化され、荷役コストが削減される。

内容 便益※

（単位：億円）

備 考

With時 Without時

船舶の大型化による海上輸送コスト削減効果 52.3 大型船で輸送30,000DWT 小型船で輸送7,000DWT

海上輸送の効率化 3.8 SEP船で6基分の部材を輸送 SEP船で3基分の部材を輸送

荷役作業の効率化 115.2 部材の積み卸しに2日/基 部材の積み卸しに10日/基

プロジェクト全体の費用便益分析

１)便益の考え方

※割引前の事業期間中の合計額

7



【without】 0.7万DWT級貨物船 ⇒ ナセル4台 or タワー2セット or ブレード2セット
⇒ 40基運搬する場合の輸送回数 50回

【with】

【without】

【With】 3.0万DWT級貨物船 ⇒ ナセル23台 or タワー11セット or ブレード11セット
⇒ 40基運搬する場合の輸送回数 10回

輸送コスト81億円

輸送コスト28億円

① 船舶の大型化等による海上輸送コスト削減：５２．３億円
岸壁を整備することにより、大型船を用いた海上輸送が可能となり、海上輸送コストが削減される。

プロジェクト全体の費用便益分析

※割引前の事業期間中の合計額

※割引前の事業期間中の合計額
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【without】 風車３基分の部材 ⇒ 40基運搬する場合 14往復

【with】

【without】

【with】 風車６基分の部材 ⇒ 40基運搬する場合 8往復

輸送コスト9億円

輸送コスト5億円

② 輸送作業の効率化：３．８億円
地耐力強化によりプレアッセンブリが可能となることでSEP船への部材積込量が増加し、基地港湾～海上建設サイトの運航サ
イクル数が減少することで海上輸送コストが削減される。

プロジェクト全体の費用便益分析

※割引前の事業期間中の合計額

※割引前の事業期間中の合計額
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【without】 部材の積み下ろし ⇒ 10日/基
⇒ 40基の場合 400日

【with】

【without】

輸送コスト144億円

輸送コスト29億円

③ 荷役作業の効率化：１１５．２億円
地耐力強化によりプレアッセンブリが可能となることで、洋上風車設置箇所での風力発電設備荷役作業が効率化され、荷役
コストが削減される。

【With】 部材の積み下ろし ⇒ 2日/基
⇒ 40基の場合 80日

プロジェクト全体の費用便益分析

※割引前の事業期間中の合計額

※割引前の事業期間中の合計額 10



注1）便益・費用については、基準年における現在価値化後の値である。
注2）費用及び便益の合計額は、表示桁数の関係で計算値と一致しないことがある。

項目 内容

金額

割引前※ 割引後 合計

便益（Ｂ）

①船舶の大型化による海上輸送コスト削減効果 52.3億円 42億円

総便益
138億円

②海上輸送の効率化 3.8億円 3億円

③荷役作業の効率化 115.2億円 93億円

費用（Ｃ）
建設費 43.1億円 40億円

総費用
42億円

管理運営費 4.2億円 2億円

３)費用便益分析の結果

２)分析の計算条件 ・計算期間 : 令和２年度 ～ 令和３５年度
・評価基準年度 ： 令和元年度
・社会的割引率 ： 4％

費用便益分析結果

費用便益比（Ｂ／Ｃ） ３．３

純現在価値（Ｂ－Ｃ） ９６億円

経済的内部収益率（ＥＩＲＲ） ４６．０％

※社会的割引率考慮前
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【環境への負荷軽減】
○本事業の実施により、洋上風力発電設備の陸上での組立て、効率的な作業船への
積込みが可能となり、大幅なコストダウンが見込まれることから、洋上風力発電設備
の設置が促進されることにより、CO2排出量の削減が図られ、温室効果ガス削減に
関する国際的枠組であるパリ協定における我が国の削減目標の達成に資する。

【企業立地の促進】
○本事業の実施により、洋上風力発電設備の保管、メンテナンス等を行う企業の立地
が促進され、地域経済の活性化が期待される。

【洋上風力発電産業の育成】
○本事業の実施により、洋上風力発電設備の設置が促進され、洋上風力発電需要が
高まることにより、欧州が中心となっている洋上風力発電設備の製造産業が我が国
において発達することが期待される。

【環境教育の推進】
○本事業の実施により、大規模な洋上風力発電設備が建設され、インフラツーリズム
の拠点等として、地球温暖化防止等の環境保全の取り組みの教育にも資する。

貨幣換算しない効果等
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